
S40．RC造建築物等の長寿命化に資する
溶融亜鉛めっき鉄筋の基準整備に関する検討

事業主体：東京理科大学・日本大学

令和７年度成果報告会
5/14 すまい・るホール
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事業概要
■長寿命化技術の開発の重要性は益々高まっている。
・カーボンニュートラル社会の実現に向けて建築物の長寿命化は重要。
・開発されている新しいセメント・コンクリートの多くは鉄筋の腐食に対する懸念。

■建築物の長寿命化に貢献する材料としての
溶融亜鉛めっき鉄筋に対する注目が集まりつつある。

・溶融亜鉛めっき鉄筋(以下，亜鉛めっき鉄筋)は，鉄筋腐食の防止策としてその有用
    性が確認されている。
・近年、日本建築学会においても、「溶融亜鉛めっき鉄筋を使用した鉄筋コンクリー
ト造建築物の設計・施工指針」を整備。

しかしながら

■亜鉛めっき鉄筋自体に関してはJIS規格化がされておらず、そ
の使用にあたっての技術的な基準は定まっているとは言い難い。
・近年増加する環境配慮型コンクリートへの適用性についても学術的知見に乏しい。
・高耐久化への貢献が期待される亜鉛めっき鉄筋の防錆対策としての有用性を明確に
するための基準整備が求められている。

■本研究プロジェクトは、亜鉛めっき鉄筋を使用したRC構造の
「材料性能」「構造性能」「耐火性能」

       「環境配慮型コンクリートに使用した場合の性能」など、
確認すべき課題の解決に資する技術資料の整備を目的とした。
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（ロ）構造性能の検討

（ハ）技術的資料のとりまとめ

（イ）耐久性や防錆性能の検討

溶融亜鉛めっき鉄筋を使用した鉄筋コンクリートにおける、
確認すべき課題の解決に資する技術資料の整備を目的として実
施した。

（ホ）耐火性能の検討

めっき 普通

事業概要
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事業の工程計画（2025）
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調査検討項目
2025 2026

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（イ）溶融亜鉛めっき鉄筋の耐
久性や防錆性能に関する検討

・曲げ加工試験体

・品確法試験体

・暴露試験体

（ロ）溶融亜鉛めっき鉄筋を用
いた鉄筋コンクリート造部材等
の構造性能に関する検討

・柱試験体

・重ね継手梁試験体

・柱梁接合部試験体

（ハ）溶融亜鉛めっき鉄筋を用い
た鉄筋コンクリート造建築物等の
設計施工にかかる技術的資料
のとりまとめ

（ホ）（その他）

溶融亜鉛めっき鉄筋の耐火性
能評価

＊全体委員会の運営

＊WG定例会の運営

（イ）と（ロ）における文献調査・実験結果等のとりまとめ

報告書作成

報告書作成

実験計画

6/13 9/26 12/5

4/18 5/30 7/25 8/27 11/26 1/1610/31 2/13

実験計画

試験体製作＆実験実施

結果分析

報告書作成

実験計画

試験体製作

試験体製作

実験実施

実験実施

実験実施 結果分析

結果分析 報告書作成

報告書作成

試験体製作 実験実施

報告書作成

結果分析＆報告書

性能判定基準案の作成

実験

結果分析実験

測定 測定測定

実験



事業のフロー（全体）
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（耐久性能）
〇重ね継手した亜鉛めっき鉄筋の付着の要素性能
（A3：製作、実験））
（防錆性能）
〇曲げ加工部における母材保護効果（B1：計画）
〇品確法緩和を考慮した防食性能評価
（B2：製作）
〇暴露環境における亜鉛皮膜の防食効果
（B5：製作））

「現行のRC造基準を適用した場合の部材
の構造性能の確認」
〇正負繰り返し梁試験体の実験、計画
（通し筋の場合（シリーズ①）：実験）
（重ね継手の場合（シリーズ②：計画）

〇柱試験体（シリーズ③：製作）
（軸力比、せん断余裕度等の異なる部材）

〇柱梁接合部試験体（シリーズ④：計画）

（軸力比、接合部内の鉄筋の水平投影長
さ等の異なる部材）

〇実験計画
（付着余裕度等の異なる部材）

〇梁試験体の製作、実験

（通し筋の場合（シリーズ①）
（カットオフ筋の場合（シリーズ②））

（ロ）構造性能の検討

・（イ）と（ロ）における文献調査のとりまとめ

（ハ）技術的資料のとりまとめ

（イ）耐久性能・防錆性能の検討

〇試験体製作、実験計画と実施、文献調査
（耐久性能：調合要因（A1）、亜鉛皮膜の膜
厚差における付着性能（A2））

（防錆性能：曲げ加工部における母材保護効
果（B1）、品確法緩和を考慮した防食性能評
価（B2））

〇重ね継手梁試験体
（シリーズ②：製作、実験）

〇柱試験体（シリーズ③：実験）
（軸力比、せん断余裕度等の異なる部材）

〇柱梁接合部試験体
（シリーズ④：製作、実験）

（軸力比、接合部内の鉄筋の水平投影長
さ等の異なる部材）

(防錆性能)

〇曲げ加工部における母材保護効果
（B1：製作、実験）
〇品確法緩和を考慮した防食性能評価

（B2：実験）
〇暴露環境における亜鉛皮膜の防食効果
（B5：実験）

2023年度 2024年度 2025年度

・（イ）、（ロ）、（ホ）における実験結果分析
等のとりまとめ

・（イ）、（ロ）、（ホ）における実験結果分析
等のとりまとめ

〇文献調査（付着性能、防錆性能、構造性能）
〇実験計画策定

（二）環境配慮型コンクリートの検討

〇実験計画策定

（ホ）耐火性能の検討

〇（イ）におけるB2、B5の実施により対応 〇（イ）におけるB2、B5の実施により対応

〇加熱中の付着性能評価 〇加熱後の付着性能評価



B1．折曲げ等により鉄筋加工した部位の母材保護効果

・鉄筋種類、折曲げの有無、亜鉛末塗料の有無、曲げ方法等の違いを評価する。

・2023年度は文献調査を行う。また、実験装置（＠建研）を使用することを念頭においた実

験計画を策定する。

・2023年度の調査結果に基づき、2024年度は実験計画を確定し、2025年度に試験体製作

と実験を行う。

B2．品確法緩和を考慮した防錆性能評価のための実験計画の立案

・品確法における亜鉛めっき鉄筋の扱いを整理する。

・普通コンクリートに対する亜鉛めっき鉄筋の防錆性能について既往文献を調査し、実験の

必要性を確認する。

B5．暴露環境における溶融亜鉛めっき鉄筋の防食性能（+付着性能）

・亜鉛めっき鉄筋において適切な耐久性能評価方法の検討を目的とする。

・普通鉄筋との比較を想定する実験計画を策定する。

B．防錆性能
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（イ）耐久性や防錆性能の検討



B．防錆性能

B1．折曲げ等により鉄筋加工した部位の母材保護効果の評価
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〇試験体水準表

表．実験水準1（性能評価用）
鉄筋種類＋曲げ方法＋補修有無 鉄筋径＋曲げ半径 曲げ角度 促進条件 試験体概要

・亜鉛めっき＋めっき後曲げ＋補修〇 ・D25＋2d (A判定)
・D22＋2d (B判定)
・D13＋1.5d (C判定)
・丸鋼Φ13

・90度 ・60度＋乾湿繰り返し★
(80Cycle、8か月間)

・W/C＝65％

（塩分量：1%のNaCl/細骨材）

・異形鉄筋：SD295又はSD345

・丸鋼鉄筋：SR235

・かぶり厚：2cm (直線部)

・亜鉛皮膜の膜厚：100μm

・曲げ部補修：亜鉛末塗料

(Zn90%以上、1種類)

・試験体形状：

補強筋の一部を模擬

直線部と曲げ部の長さ＝1：1

・測定項目：

目視、膜厚、化学分析、

電気化学測定

質量（促進前、促進後）

・亜鉛めっき＋めっき後曲げ＋補修×
・普通＋曲げ

・D25＋2d (A判定)
・D22＋2d (B判定)
・D13＋1.5d (C判定)
・丸鋼Φ13

・90度 ・60度＋乾湿繰り返し★
(80Cycle、8か月間)

鉄筋種類＋曲げ有無 鉄筋径 促進条件
・亜鉛めっき＋曲げ無し(直線部)
・普通＋曲げ無し(直線部)

・D25 ・D22 ・D13
・丸鋼Φ13 ・60度＋乾湿繰り返し★

(80Cycle、8か月間)
・80度＋乾湿繰り返し★
(20Cycle、8か月間)

（イ）耐久性や防錆性能の検討
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〇試験体図面(D25＋2dの場合)

・曲げ角度90度
促進試験面（その他は防錆処理）

＜側面図1(非促進)＞ ＜側面図2(非促進)＞

促進部位を基準と
して、直線部と曲
げ部の比は1：1

＜平面図(直進部＋曲げ部促進)＞ ＜平面図(直進部のみ促進)＞ ＜平面図(曲げ部のみ促進)＞
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いずれの曲げ角度も絶縁処理

（イ）耐久性や防錆性能の検討

B．防錆性能

B1．折曲げ等により鉄筋加工した部位の母材保護効果の評価



B．防錆性能

B1．折曲げ等により鉄筋加工した部位の母材保護効果の評価
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〇実験進捗（80度試験体）

図 チャンバー内の
試験体配置状況

図 促進状況

図 促進サイクル

23時間

1時間 1時間

47時間

（イ）耐久性や防錆性能の検討



実験進捗（80度試験体）：ひび割れ幅の比較
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鉄筋径別

（左：めっき、右：普通）

鉄筋種・鉄筋径別

（左：メッキ、右：普通）

鉄筋径に関わらず、ひび割れ幅は
めっき＜普通である

⇩
80度においてもめっき鉄筋の母材保護
効果は正常に機能

Φ13：

・（めっき・普通）実験終了時までひび

割れなし

D13：

・（普通）5サイクル時にひび割れ発生、

0.1mmで収まり

・（めっき）ひび割れなし

D22：

・（めっき・普通）5サイクル時にひび

割れ発生、0.2mmで収まり

・両鉄筋間の差はわずか

D25：

・（めっき・普通）5サイクル時にひび

割れ発生

・両鉄筋間の差が大きい

（普通：1.8mm、めっき：0.65mm）



鉄筋種類(直線部) W/B セメント ばくろ前中性化深さ・塩分 ばくろ環境 腐食度

・亜鉛めっき鉄筋
・普通鉄筋
（φ13-SR235）

かぶり厚は2cmにする。

55%

(σ28＝

33.5

～43.5

N/mm^2)

・普通

・高炉スラグ

(C種)

促進中性化：

 なし

塩分：

0,1,3,9(kg/m3)

理大
(材齢56日以降開始)

限界残存膜厚

 (70μmまで減耗)

初期膜厚平均

110.9μm

標準偏差

7.2μm

促進中性化：

 ・0

・かぶり厚+10

(mm)

塩分なし 理大
(中性化促進後にばく

ろ開始)

(2) (1) (2) (6) (1) (1)

表．実験水準
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〇実験水準と暴露計画

B．防錆性能

B2．品確法緩和を考慮した防錆性能評価

（イ）耐久性や防錆性能の検討

図 試験体形状



実験結果 （0.5年ばくろ）
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・膜厚減耗量について、初期の膜厚を試験体に測定しておらず、平均値
を採用。
・初期膜厚 2σで7.2μmのため、初期塩分濃度0～3kg/m3は誤差の可能
性あり。
・目視の状況からも、0,１,３については腐食は始まっていない

初期平均膜厚 110.9μm
  2σ 7.2μm
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〇暴露試験体一覧表（暴露環境：長崎市・端島）
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鉄筋種類 セメント種類 暴露時間 測定項目 試験体概要
・亜鉛めっき鉄筋
・普通鉄筋
・エポキシ鉄筋

・普通(N)

・高炉スラグ  

  C種(BC)

・暴露なし

・0.5年間

・膜厚、化学分析等(2)

・電気化学評価(1)

・付着性能(3)

・W/B＝55％

（σ28＝33.5～43.5N/mm^2）

・D13-SD345(L=390mm)

・80*80*80mm^3のコンクリート

・付着長さ＝52mm

・外部鉄筋と際面を被覆

・暴露環境の温湿度データを計測

(3) (2) (2) (5)

試験体合計（3*2*2*5）＝60本

表．実験水準1（性能評価用）

鉄筋種類 暴露時間 測定項目

・亜鉛めっき鉄筋
・普通鉄筋
・エポキシ鉄筋

・健全 ・引張試験

(3) (1) (3)

試験体合計（3*1*3）＝9本

試験体寸法：D13-SD345(L=600mm)

表．実験水準2（材料試験用）

セメント種類 暴露時間 測定項目

・普通(N)

・高炉スラグC種(BC)

・健全(28日)

・0.5年間

・圧縮試験(3)

・塩化物量(1)

(2) (2) (4)

試験体合計（2*2*4）＝16本（円柱12個、角柱4個）

試験体寸法：円柱（圧縮用）、角柱（塩化物用）

〇実験目的
めっき鉄筋において適切な防錆性能評価方法（実施環境、促進条件等）の検討を目的とする。また、B1

実験(曲げ加工部の母材保護効果)で実施する促進試験による耐久性能評価結果とも比較する。

B．防錆性能

B5．暴露環境における溶融亜鉛めっき鉄筋の防食・付着性能評価

（イ）耐久性や防錆性能の検討



B．防錆性能

B5．暴露環境における溶融亜鉛めっき鉄筋の防食・付着性能評価

（イ）耐久性や防錆性能の検討

15

＜進捗報告＞
・2025/03/08：暴露開始（0年）済み
・2025/05/26：状況確認（0.22年）済み
・2025/09/06：状況確認（0.50年）済み
・2025/10/28：状況確認・回収（0.64年）済み
・2025/11/27：付着試験（36本）＝鉄筋種類(3)✕コンクリート種類(2)✕暴露有無(2)✕N数(3) 済み

促進面

促進面

図 試験体全体 図 付着試験体＠自由端側 図 付着試験体＠載荷端側



B．防錆性能

B5．暴露環境における溶融亜鉛めっき鉄筋の

防食性能（+付着性能）評価

16

〇付着試験結果（コンクリート別比較）

＜初期剛性＞

：Nはエポキシ、BCは全体で判定基準(3N/mm2)以下が多い

＜付着強度＞

：暴露なしではN＜BCであるが、暴露ありではN≒BCであ

る

＜滑り量＞：N＜BCの傾向にある

＜暴露の影響＞短い暴露期間でも付着上昇の効果を確認

（イ）耐久性や防錆性能の検討



（シリーズ②） 重ね継手筋を用いた梁試験体の構造性能評価

・重ね継手を適用した構造部材（正負繰り返し載荷を受ける梁試験体）の構造性能を

評価し、亜鉛めっき鉄筋において普通鉄筋と同等の性能を有するか確認する。

（シリーズ③） 正負繰り返し載荷を受ける柱試験体の構造性能

・軸力を受ける際における溶融亜鉛めっき鉄筋の性能評価を目的とし、一定軸力（軸力比

0.1～0.2程度）を付与した載荷条件における柱試験体の構造性能評価を実施する。

（シリーズ④） 正負繰り返し載荷を受ける柱梁接合部の構造性能評価

・亜鉛めっき鉄筋を用いた柱梁接合部の構造性能が普通鉄筋と同等であるか確認する

ために、ト形接合部を対象に構造実験を行う。

17

（ロ）構造性能の検討
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（ロ）構造性能の検討 （シリーズ② 重ね継手筋を用いた梁試験体の構造性能評価）

〇試験体詳細（部材図面図：LJ-L-30D-HDG、LJ-L-30D-OS)

：シアスパン比2.0、せん断補強筋比0.44％(通し筋区間)、継手筋長さ30D

：せん断余裕度1.24(通し筋区間)、付着余裕度1.0以下（継手筋：0.7程度、通し筋：0.7～0.8程度）
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〇試験体詳細（部材図面図：LJ-L-45D-HDG、LJ-L-45D-OS)

：シアスパン比2.0、せん断補強筋比0.44％(通し筋区間)、継手筋長さ45D

：せん断余裕度1.24(通し筋区間)、付着余裕度1.0以上＠継手筋、1.0以下＠通し筋(0.7～0.8程度)

（ロ）構造性能の検討 （シリーズ② 重ね継手筋を用いた梁試験体の構造性能評価）
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（ロ）構造性能の検討 （シリーズ② 重ね継手筋を用いた梁試験体の構造性能評価）

R=4.0%サイクル終了時

主筋降伏
SG35,36 0.69%
SG20(継手筋) -0.69%

主筋降伏
SG2(継手筋) 0.77%
SG17,18 -0.59%

非継手部でせん断ひび割れ進展 非継手部でせん断ひび割れ進展

曲げ降伏後付着破壊 曲げ降伏後付着破壊
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実験結果（30D）：水平荷重-部材角関係，最終ひび割れ性状
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（ロ）構造性能の検討 （シリーズ② 重ね継手筋を用いた梁試験体の構造性能評価）

実験結果（45D）：水平荷重-部材角関係，最終ひび割れ性状

R=4.0%サイクル終了時

主筋降伏
SG2(継手筋)・35,36 0.72%
SG20(継手筋) -0.45%

主筋降伏
SG2(継手筋) 0.67%
SG20(継手筋) -0.51%

非継手部でせん断破壊進行 非継手部でせん断破壊進行

曲げ降伏後せん断破壊 曲げ降伏後せん断破壊
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（シリーズ③ 柱試験体の構造性能評価）

＜試験体設定のための検討事項＞

・軸力比は0.2程度とする（コンクリートの長期荷重の上限値以下）。
・実部材の1/2スケールを想定した柱の断面とシアスパンを検討し、シアスパン比は2.0前後にする。
・かぶり厚は20mmにする（1/2スケールを想定するため）。
・せん断余裕度は1.1前後にし、付着余裕度を1.0以下にする。
・高強度のせん断補強筋（MK785）を使用するため、Qsuのmin式によるせん断余裕度が1.1以上になる
条件も検討する。

・耐力計算時のせん断補強筋の上限値として、MK785では25×Fcとしている。

<試験体概要＞ （＝Fcとして使用） （＝25×Fc）

mm mm mm mm - N/mm^2 N/mm^2 N/mm^2 N/mm^2 N/mm^2 N/mm^2

幅B せいD クリアスパンL シアスパンa シアスパン比a/D コンクリート強度σB コンクリートヤング係数 主筋強度σy 主筋ヤング係数 補強筋強度σwy 補強筋ヤング係数

C1-HDG 400 400 1600 800 2.00 26.8 25608 429.36 199740 670 205000

C1-OS 400 400 1600 800 2.00 26.8 25608 419.68 195881 670 205000

C2-HDG 400 400 1600 800 2.00 26.8 25608 411.93 194652 670 205000

C2-OS 400 400 1600 800 2.00 26.8 25608 386.67 194727 670 205000

- - - - % - - mm % - kN

主筋本数と径 主筋種類 主筋本数＠1段目 主筋本数＠2段目 引張鉄筋比Pt 補強筋径とピッチ 補強筋種類 補強筋間隔s 補強筋比 軸力比 軸力

C1-HDG 8-D22 SD345 4 0 1.08 D10@70 MK785 70 0.51 0.10 429

C1-OS 8-D22 SD345 4 0 1.08 D10@70 MK785 70 0.51 0.10 429

C2-HDG 10-D19 SD345 5 0 0.99 D10@60 MK785 60 0.59 0.10 429

C2-OS 10-D19 SD345 5 0 0.99 D10@60 MK785 60 0.59 0.10 429

<算定結果＞

kN kN kN - - τbu (N/mm^2) τf (N/mm^2) τbu /τf (-) τbu2 (N/mm^2) τf (N/mm^2) τbu2 /τf (-)

Qsu mean式 Qsu min式 Qmu 精算解
せん断余裕度

 Qsu mean/Qmu

せん断余裕度

 Qsu min/Qmu

(1段目)

付着割裂強度

(1段目)

設計用付着応力度

(1段目)

付着余裕度

(2段目)

付着割裂強度

(2段目)

設計用付着応力度

(2段目)

付着余裕度

C1-HDG 392.77 357.09 354.48 1.11 1.01 3.85 3.81 1.01 #DIV/0! 3.81 #DIV/0!

C1-OS 392.77 357.09 348.65 1.13 1.02 3.85 3.72 1.03 #DIV/0! 3.72 #DIV/0!

C2-HDG 408.04 372.71 327.56 1.25 1.14 3.73 3.16 1.18 #DIV/0! 3.16 #DIV/0!

C2-OS 408.04 372.71 313.72 1.30 1.19 3.73 2.96 1.26 #DIV/0! 2.96 #DIV/0!

<算定結果＞

kN kN kN - - K・fb (N/mm^2) τD(N/mm^2) K・fb /τD (1) K・fb (N/mm^2) τD(N/mm^2) K・fb /τD (2)

Qsu mean式 Qsu min式 Qmu 精算解
せん断余裕度

 Qsu mean/Qmu

せん断余裕度

 Qsu min/Qmu

(1段目)

付着割裂強度

(1段目)

平均付着応力度

(1段目)

付着余裕度

(2段目)

付着割裂強度

(2段目)

平均付着応力度

(2段目)

付着余裕度

C1-HDG 392.77 357.09 354.48 1.11 1.01 3.17 3.81 0.83 #DIV/0! 2.85 #DIV/0!

C1-OS 392.77 357.09 348.65 1.13 1.02 3.17 3.72 0.85 #DIV/0! 2.79 #DIV/0!

C2-HDG 408.04 372.71 327.56 1.25 1.14 3.08 3.16 0.98 #DIV/0! 2.37 #DIV/0!

C2-OS 408.04 372.71 313.72 1.30 1.19 3.08 2.96 1.04 #DIV/0! 2.22 #DIV/0!

RC規準

試験体名

試験体名

靭性指針

試験体名

試験体名

<試験体概要＞ （＝Fcとして使用） （＝25×Fc）

mm mm mm mm - N/mm^2 N/mm^2 N/mm^2 N/mm^2 N/mm^2 N/mm^2

幅B せいD クリアスパンL シアスパンa シアスパン比a/D コンクリート強度σB コンクリートヤング係数 主筋強度σy 主筋ヤング係数 補強筋強度σwy 補強筋ヤング係数

C1-HDG 400 400 1600 800 2.00 26.8 25608 429.36 199740 670 205000

C1-OS 400 400 1600 800 2.00 26.8 25608 419.68 195881 670 205000

C2-HDG 400 400 1600 800 2.00 26.8 25608 411.93 194652 670 205000

C2-OS 400 400 1600 800 2.00 26.8 25608 386.67 194727 670 205000

- - - - % - - mm % - kN

主筋本数と径 主筋種類 主筋本数＠1段目 主筋本数＠2段目 引張鉄筋比Pt 補強筋径とピッチ 補強筋種類 補強筋間隔s 補強筋比 軸力比 軸力

C1-HDG 8-D22 SD345 4 0 1.08 D10@70 MK785 70 0.51 0.10 429

C1-OS 8-D22 SD345 4 0 1.08 D10@70 MK785 70 0.51 0.10 429

C2-HDG 10-D19 SD345 5 0 0.99 D10@60 MK785 60 0.59 0.10 429

C2-OS 10-D19 SD345 5 0 0.99 D10@60 MK785 60 0.59 0.10 429

<算定結果＞

kN kN kN - - τbu (N/mm^2) τf (N/mm^2) τbu /τf (-) τbu2 (N/mm^2) τf (N/mm^2) τbu2 /τf (-)

Qsu mean式 Qsu min式 Qmu 精算解
せん断余裕度

 Qsu mean/Qmu

せん断余裕度

 Qsu min/Qmu

(1段目)

付着割裂強度

(1段目)

設計用付着応力度

(1段目)

付着余裕度

(2段目)

付着割裂強度

(2段目)

設計用付着応力度

(2段目)

付着余裕度

C1-HDG 392.77 357.09 354.48 1.11 1.01 3.85 3.81 1.01 #DIV/0! 3.81 #DIV/0!

C1-OS 392.77 357.09 348.65 1.13 1.02 3.85 3.72 1.03 #DIV/0! 3.72 #DIV/0!

C2-HDG 408.04 372.71 327.56 1.25 1.14 3.73 3.16 1.18 #DIV/0! 3.16 #DIV/0!

C2-OS 408.04 372.71 313.72 1.30 1.19 3.73 2.96 1.26 #DIV/0! 2.96 #DIV/0!

<算定結果＞

kN kN kN - - K・fb (N/mm^2) τD(N/mm^2) K・fb /τD (1) K・fb (N/mm^2) τD(N/mm^2) K・fb /τD (2)

Qsu mean式 Qsu min式 Qmu 精算解
せん断余裕度

 Qsu mean/Qmu

せん断余裕度

 Qsu min/Qmu

(1段目)

付着割裂強度

(1段目)

平均付着応力度

(1段目)

付着余裕度

(2段目)

付着割裂強度

(2段目)

平均付着応力度

(2段目)

付着余裕度

C1-HDG 392.77 357.09 354.48 1.11 1.01 3.17 3.81 0.83 #DIV/0! 2.85 #DIV/0!

C1-OS 392.77 357.09 348.65 1.13 1.02 3.17 3.72 0.85 #DIV/0! 2.79 #DIV/0!

C2-HDG 408.04 372.71 327.56 1.25 1.14 3.08 3.16 0.98 #DIV/0! 2.37 #DIV/0!

C2-OS 408.04 372.71 313.72 1.30 1.19 3.08 2.96 1.04 #DIV/0! 2.22 #DIV/0!

RC規準

試験体名

試験体名

靭性指針

試験体名

試験体名
＜計算耐一覧＞ ↓靱性指針

↓RC規準

（ロ）構造性能の検討
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（シリーズ③ 柱試験体の構造性能評価）
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（ロ）構造性能の検討
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実験結果（C1）

R=2.0%除荷時
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（シリーズ③ 柱試験体の構造性能評価）
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実験結果（C2）

R=2.0%除荷時

主筋降伏
補強筋降伏

曲げ降伏後
付着破壊

R=5.0%除荷時R=1.0%除荷時

曲げ降伏後
付着破壊

（シリーズ③ 柱試験体の構造性能評価）
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（ロ）構造性能の検討

（シリーズ④）正負繰り返し載荷を受ける柱梁接合部の構造性能評価

〇試験体概要（部材諸元）

＜試験体水準の比較＞

・試験体①((梁)6-D22-SD345、(柱)10-D22-SD345)：接合部内の折り曲げ定着強度の余裕度が低い条件

・試験体②((梁)8-D19-SD345、(柱)8-D19-SD345) ：接合部の強度低下率βjが1.0以下で、柱梁強度比

が低い条件（引張軸力時）

＊接合部内の補強筋比は両方とも0.3％以上とし、本試験体では補強筋間隔＝100mmで、Pjw＝0.39％
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・試験体①図面
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（シリーズ④）正負繰り返し載荷を受ける柱梁接合部の構造性能評価
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・試験体②図面 
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（シリーズ④）正負繰り返し載荷を受ける柱梁接合部の構造性能評価
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実験結果（BCJ1） ：水平荷重-層間変形角関係，破壊性状
0.49 , 126.20 

-1.86 , -117.80 
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N)

層間変形角 (%)

BCJ1-OS

最大水平荷重_正

最大水平荷重_負

SG3,SG4_平均

SG5,SG6_平均

SG53,SG54_平均

SG83,SG84_平均

SG79,SG80_平均

SG81,SG82_平均

SG51,SG52_平均

BCJ1-OS 梁降伏型破壊（正載荷）
接合部降伏型破壊（負載荷）

BCJ1-HDG 梁降伏型破壊（正載荷）
接合部降伏型破壊（負載荷）
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（シリーズ④）正負繰り返し載荷を受ける柱梁接合部の構造性能評価
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実験結果（BCJ1） ：水平荷重-層間変形角関係，破壊性状

BCJ1-OS 梁降伏型破壊（正載荷）
接合部降伏型破壊（負載荷）

BCJ1-HDG 梁降伏型破壊（正載荷）
接合部降伏型破壊（負載荷）

（シリーズ④）正負繰り返し載荷を受ける柱梁接合部の構造性能評価

R=0.48% (1/100), 125.2kN →4.10 kN/mm

R=-1.49% (-1/100), -109.8kN

R=-1.49% (-1/100), -109.8kN → 4.10kN/mm

R=1.17% (1/100), 107.8kN → 14.59kN/mm

R=-1.48% (-1/100), -109.8kN
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実験結果（BCJ2） ：水平荷重-層間変形角関係，破壊性状
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BCJ2-OS 梁降伏型破壊（正載荷）
接合部降伏型破壊（負載荷）

BCJ2-HDG 梁降伏型破壊（正載荷）
接合部降伏型破壊（負載荷）

（シリーズ④）正負繰り返し載荷を受ける柱梁接合部の構造性能評価



32

実験結果（BCJ2） ：水平荷重-層間変形角関係，破壊性状

BCJ2-OS 梁降伏型破壊（正載荷）
接合部降伏型破壊（負載荷）

BCJ2-HDG 梁降伏型破壊（正載荷）
接合部降伏型破壊（負載荷）

（シリーズ④）正負繰り返し載荷を受ける柱梁接合部の構造性能評価

R=1.11% (1/100), 95.3kN → 4.77kN/mm

R=-1.68% (-1/50), -93.3kN → 3.08kN/mm

R=-0.97% (-1/100), -80.8kN

R=1.23% (1/100), 105.3kN → 4.74kN/mm

R=-1.29% (-1/50), -92.8kN → 4.00kN/mm

R=-0.98% (-1/100), -86.8kN
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（ホ）耐火性能の検討

◼目的
⚫ 加熱後（冷却後）のめっき鉄筋の付着性能を明らかにする（冷間試験）

◼実験概要
⚫ 鉄筋：めっき，普通

（D16・SD345）

⚫ 水準：常温，100～700℃＠100℃

⚫ Con.強度：30N/mm2（28日封緘）

⚫ めっき膜厚：120μm

⚫ 付着長：64mm（4D）

鉄筋種
加熱温度(℃)

予備 合計
常温 100 200 300 400 500 600 700

めっき 5 5 5 5 5 5 5 5 2 42

普通 5 5 5 5 5 5 5 5 2 42

合計 10 10 10 10 10 10 10 10 4 84

標水 常温
試験
時

予備 合計

圧縮 3 3 24 - 30

割裂 3 3 - - 6

合計 6 6 24 - 36

引抜試験体 試験体数（n＝5） 圧縮試験体 試験体数
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（ホ）耐火性能の検討

◼試験体
⚫ 2024熱間試験と同調合（鉄筋寸法のみ変更）

⚫ Con.強度：30N/mm2（28日封緘）

◼加熱試験
⚫ 建研の電気炉を使用

⚫ 昇温速度5℃/min設定・冷却は自然放冷

⚫ 全て熱電対を挿入して温度上昇を確認し，
中心温度が目標温度に達した後、2時間
以上継続してから加熱終了

◼引抜き試験
⚫ 2024熱間試験と同方法

⚫ JSTM C 2101に準拠して実施

コンクリートの調合

D：鉄筋公称径
単位：mm        

試験体寸法

4D

=64

43

43

150

100

40
内部温度計測箇所

らせん筋
Φ4 D=60mm

L=4D @30

異形鉄筋
SD345 D16

L=560

w/c
(%)

s/a
(%)

Dmax

(mm)

単位量(kg/m3) 混和剤(C×%)

W C S G Ad AE

70 58 10 185 264 1035 763 1.3 0.001
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（ホ）耐火性能の検討

◼加熱試験
⚫ 昇温速度5℃/minで炉を加熱後，8時間キープ

◆ 試験体内部の熱電対により，試験体中心の温度上昇を確認

⚫ 冷却は加熱終了後自然放冷（2.5℃/min程度を想定）
◆ 冷却が遅い場合はダンパーの開放率を調整して冷却速度を調整

⚫ 加熱中は，鉄筋部分を耐火ブランケットおよびケイカル板で保護
◆ 熱間試験（コンクリート部分のみ加熱）との違いを抑制するため

時間(min)

温
度

5℃/min

加熱プログラム（例）

試験体中心部温度

炉内温度
500℃

2h以上

耐火ブランケッ
ト（50mm厚）

耐火ブランケッ
トで隙間を埋め
る

ケイ酸カルシウム板

試験体の保護方法試験体の設置状況
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（ホ）耐火性能の検討

◼加熱温度と付着応力
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加熱温度と付着応力の関係
2025冷間試験

加熱温度と付着応力の関係
2024熱間試験

加熱温度は同一であるが比較のため左右にずらして表記加熱温度は同一であるが比較のため左右にずらして表記



判定基準の項目とそれらへの対応状況の整理
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判定基準の策定概要

溶融亜鉛めっき鉄筋の各種性能および設計施工時
の確認事項等について、
建設省住指発第四〇七号平成元年一〇月二五日
「エポキシ樹脂塗装鉄筋の防せい処理の有効性判
定基準」を参考にして、
溶融亜鉛めっき鉄筋においても同様の判定基準を
提案できる技術資料の収集と提供を目的とする。

（ハ）技術的資料のとりまとめ



溶融亜鉛めっき鉄筋の判定基準案
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溶融亜鉛めっき鉄筋の判定基準案
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溶融亜鉛めっき鉄筋の判定基準案
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溶融亜鉛めっき鉄筋の判定基準案
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溶融亜鉛めっき鉄筋の判定基準案
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まとめ

43

（ロ）構造性能の検討

（ハ）技術的資料のとりまとめ

（イ）耐久性や防錆性能の検討

溶融亜鉛めっき鉄筋を使用した鉄筋コンクリートにおける
材料性能、構造性能、耐火性能、また、環境配慮型コンクリー
トに使用した場合の性能など、確認すべき課題の解決に資する
技術資料の整備を目的として実施した。

（ホ）耐火性能の検討
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まとめ
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・重ね継手を用いた梁部材、柱部材、柱梁接合部の載荷実験から、亜鉛めっき鉄

筋部材は普通鉄筋部材と同等の構造性能

（ロ）構造性能の検討

・溶融亜鉛めっき鉄筋の判定基準案の作成

（ハ）技術的資料のとりまとめ

（イ）耐久性や防錆性能の検討

・80度促進環境における直線部の亜鉛めっき鉄筋の母材保護効果は正常に機能

・品確法緩和に向けた防食性能評価

・暴露環境における付着性能評価より、亜鉛めっき鉄筋は普通鉄筋と同等

・加熱後の付着実験より、亜鉛めっき鉄筋および普通鉄筋の付着性能は加熱

中に比べてばらつきはあるものの、両鉄筋間とも600度までの付着性能は設

計基準付着力以上

（ホ）耐火性能の検討


